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第１章 地盤災害 

 

１．地盤の構成要素 

地盤は土粒子で構成されており、地盤が乾燥した状況では土粒子と土粒子の間は空気

で満たされています。 

平地や埋め立て地のような海岸線に面した平地では地表から 2～3ｍも掘ると地下水

にぶつかることが多いです。ここから下の地盤は土粒子と土粒子の間が地下水で満た

されており、これを間隙水と呼びます。 
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２．地盤災害の種類 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■平地や埋め立て地のような平地において発生する粘土地盤の圧密沈下や砂地盤の

地震時液状化 

■斜面や河川の土砂または火山からの噴出物が移動する土砂災害 

■丘陵地や山地のような傾斜地において地震や降雨による地すべり 

※近年ではガレキや産業廃棄物などを処分・貯蔵するために建設される造成地での地

震時災害問題なども広義的に含まれるようになってきました。 
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[1]斜面災害 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 [地すべり] 

斜面崩壊に比べて大規模で緩斜面であることが多く、地表部には独特の地形が

発生します。多くの場合は過去の地すべりの再活動であり、この地すべり地形

を調べることは将来のリスクを知ることになります。 

 

[斜面崩壊] 

山腹や谷頭の急斜面で発生することが多く、しばしば、豪雨や地震によって浅

く小規模な崩壊が集中的に発生します。 

表層土と基礎層の境界をすべり面として滑落する比較的規模の小さなものを

表層崩壊、表層だけでなく深部の基礎層も巻き込んで崩壊する比較的規模の大

きなものを深層崩壊とよびます。また、斜面は一度に崩壊する場合だけではな

く、いくつかのブロックに分かれて段階的に崩壊する場合もあります。 

 

 

 

 

 

 [土石流] 

現在では、土石流という言葉は広く 

使われていますが、以前は山津波、 

鉄砲水、山抜け、蛇抜けなどと呼ばれていました。土石流は土砂と水が一体と

なって流下する現象で、斜面崩壊や地すべりと比べると移動距離が長く、発生

した場所から離れた場所でも被害を受ける危険性があることが特色的です。 

① 砂礫型土石流 
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② 泥流型土石流 

③ 土砂流 

の３つに分類されます。 

 

 [人工斜面地盤災害] 

斜面とは傾斜地のことですが、自然に形成された斜面と人工的につくられた斜

面があります。一般に自然の傾斜地を斜面、人工の傾斜地を法面(のり面)とい

っています。 

① 切土法面 

地山を切り取って造成した法面を切土法面といいます。 

② 盛土法面 

切り取った土砂、石礫を盛り立てて造成した法面を盛土法面といいます。 

 

斜面・法面の崩壊対策工を斜面安定工と総称します。これは抑制工と抑止工に

大別されますが、実際はこれらを単独または組み合わせて実施します。抑制工

とは地下水位の低下を図るなど自然条件を改善する方法、およびモルタル・コ

ンクリート吹付工、植生工(緑化工)、のり枠工などの法面保護工による浸食防

止・保護工を指します。抑止工は、アンカー工や杭工など抑止構造物により力

学的に安定を図る方法を指します。 

 

   [斜面地盤災害の被害形態と回避] 

■被害形態 

規模と現象によって異なりますが、地すべり・斜面崩壊・土石流を引き起こす

ものなら、災害が発生する地形が傾斜地またはその付近であることから、建物

の移動による全壊や半壊、建物の傾きなどが想定されます。 

  

 ■回避 

大規模な地盤災害に対する根本的な防災は、住宅事業者が単体で成し遂げるこ

とはできません。 

地域コミュニティ活動などを通して行政との連携を深め、地方自治体や国にそ

の事業を委ねることになります。自然災害の被害予測範囲を地図上に描いたハ

ザードマップを自治体が各戸配布したり、ホームページ上で公開してしていま

す。 
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  [2]液状化災害 

水で飽和しゆるく堆積した砂地盤が地震のゆれを受けると、急に泥水のような液体

状になることがあります。 

これを地盤の液状化といいます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

[液状化のメカニズム] 

ゆるく堆積した砂層が地震の横ゆれにより、横にずらすような変形(せん断)を

受けると、粒子配列が右記の図のように変化します。 

  

せん断変形を受けると各粒子は上下の接触を失い、水中に浮遊している状態と

なります。したがって、横にずらす力(単位面積当たりのものをせん断応力と

いいます)に対する抵抗力は失われ、その地盤の飽和単位体積重量と同じ単位

体積重量と同じ動きをします。 

これが地盤の液状化で、一般に、砂粒子がゆるく詰まっているほど、せん断応

力に対する抵抗力は少なく液状化しやすいといえます。 

液状化した後には、各土粒子は沈降し地盤は再び安定化します。 

  

  

 

 

 

 

ゆるく堆積した砂粒子骨格       せん断変形を受けた状態 

 [被害形態] 

■建物を支える地盤が液状化すると、支えを失った建物が沈下・傾斜します。 

■盛土や斜面に配置された建物は、地盤の液状化により抵抗が失われ、地すべ

りに巻き込まれます。 

■擁壁のある建物は、液状化によって擁壁が崩壊または歪曲し、盛土の流出に
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伴う沈下・傾斜が生じます。 

 [3]地盤沈下 

(1)地盤が外力や経年変化、建物の荷重、地下水の影響などによって沈み込む

現象です。複合的な要素が加わって沈下が発生しますが、主な原因は「地下水

脈」と「軟弱地盤」です。 

 

①地下水の汲み上げによる広域地盤沈下「地下水脈」 

地下水は、工業用水などとして帯水層から直接汲み上げる大量消費が行われていま

す。 

地下水を大量に汲み上げると地下水位が低下し、それまで水面下にあった地盤が水

面より上に出ることによって浮力の効果を失い、荷重が増加するのと同じ影響を及

ぼします。地下水位が低下したときに軟弱な粘土層が存在すれば圧密が生じ、地盤

沈下となることがあります。 

   

 

 

 

 

 

②盛土や埋め立てによる地盤沈下「軟弱地盤」 

河川や海流によって土砂が堆積する土地では軟弱地盤が形成されます。急激な都市

化によってこうした軟弱地盤上に建築物・建設物がつくられるようになり、元来や

わらかい地盤に大きな荷重をかけると沈下が発生することになります。 

地下水の汲み上げによる地盤沈下とは異なり、構造物直近に局所的に発生するとい

う特徴があります。 
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  (2)不同沈下 

建物を建てたとき、いくらかの沈下は起こります。沈下自体にはさほど問題はあり

ませんが、敷地地盤の強度が均一ではない場合、必ず軟らかい方向に沈下し、その

沈下量に大きな差がでたときに家が傾いて沈下し建物に亀裂が走ったり基礎が折

れる事さえあります。 

この現象を不同沈下（不等沈下）と呼びます。 

不同沈下は建物建築後、遅くとも３年以内に現象が現れるケースがほとんどですが、

擁壁の水抜き孔の不良などで敷地内の地盤が軟弱化し不同沈下が発生するケース

や、地下水位の影響を受けた不同沈下は、その限りではありません。 

 

 [不同沈下の数値基準] 

どのくらいの傾斜角であれば不同沈下と見なされるかについては、絶対的な数値基

準は定められていません。というのも建物の傾斜については「建物に有害な変形を

生じさせない」という観点から、不同沈下の状況、特に変形角（建物全体の傾きを

傾斜角、建物の途中で傾斜が変形している場合を変形角と呼びます。）によって変

形の状態が異なるからで、一概に数値だけでは判断できないからです。 

また、建物の傾斜は、不同沈下に起因する場合と、施工上の問題に起因する場合と

があり、建設省の告示では傾斜という現象を広い視野で捉えています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

この告示から、建物全体に 3/1000 以上の勾配の傾斜が確認された場合を不同沈下

と呼び、瑕疵責任や地盤の保証状況を見ると、5/1000 以上の勾配の傾斜が確認さ

れた場合、補修が必要な不同沈下と見なされることが一般的です。 

   [被害形態] 

■建物の倒壊       ■内外装の亀裂  ■開口部の不具合  

■屋根のずれ       ■屋根材の滑落   

■基礎・土台・柱など構造の破損・歪み  

平成 12 年建設省告示第 1653 号「住宅紛争処理の参考となるべき技術基準」 

 

レベル 1  建物の床面において 3/1000 未満の勾配の傾斜 

「構造耐力上、主要な部分に瑕疵が存する可能性が低い」 

レベル 2  建物の床面において 3/1000 以上 6/1000 未満の勾配の傾斜 

「構造耐力上、主要な部分に瑕疵が存する可能性が一定程度存する」 

レベル 3  建物の床面において 6/1000 以上の勾配の傾斜 

「構造耐力上、主要な部分に瑕疵が存する可能性が高い」 
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■給排水管の破損 など 

  [被害形態] 

■建物の倒壊       ■内外装の亀裂  ■開口部の不具合  

■屋根のずれ       ■屋根材の滑落   

■基礎・土台・柱など構造の破損・歪み  

■給排水管の破損 など 

地盤沈下の補修費用は莫大 

地盤沈下の補修費用には、建物の補修費用以外に建物を水平に修復する費用が

必要で、状況や規模によって異なりますが平均で約 600 万円は必要とされてい

ます。 
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第２章 日本の地盤の現状 

 

なぜそこに田畑があるのか、それはその場所が日当りや耕しやすさ、水のひきやすさな

ど田畑にふさわしい環境だからです。本来、家を建てるにはそれにふさわしい平坦で固

い地盤に家を建てます。これから土地を探して家を建てる方が、あえて谷間や湿地、傾

斜地を選ぶとは思えません。しかし日本は山が多く宅地に適した土地が少ないため、人

口が増えると必然的に条件の悪い土地に家を建てる可能性が高くなります。そのために

造成地や埋立地が用意されるようになったのですが、本来、自然の力で何万年もかけて

家を建てるにふさわしい地盤になるところを、ほんの数カ月で宅地にされるため、果た

してそこに家を建てても問題は無いのかはあらゆる側面から調査する必要があります。

もちろん人工的に作られた土地でなくとも安全かどうかは見た目ではわからないこと

があります。 
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１．ロケーションを見る 

(1)ポイントは谷。現場では周辺の地形を 360°見回す。 

最初に確認するのは自身が立っている場所より高い場

所があるかどうか。 

左右に自身の視線より高い場所があるとすれば、谷底  

であるということです。 

谷には周辺の山から運ばれた土砂や落ち葉などが溜ま

り、軟弱な地盤が造成されていきます。 

 

 

(2)水の流れを見る。 

水も高いところから低いところに流れますから、谷底

には水の流れがあるはずです。大きな流れなら川や水

路として残っているのですぐに分かりますが、小さな

流れだと地下水になってしまったり、雨が少ない時期

には干上がっていて見分けることが困難です。 

 

 

 

(3)造成地・埋め立て地は本来の姿を確認。 

造成前は山だったのか田畑だったのか、埋め立てたの

は谷だったのか沼だったのか、湿地だったのか干潟だ

ったのか。そのまま宅地に転用できない土地だからこ

そ造成や埋め立てが行われます。地下には以前の地盤

の影響が残っていることや、盛土・切土が施されてい

ることが十分に予想され、それらが建物を建てたとき

にどのように作用するのかを予測しなくてはなりま

せん。ロケーションでは、もともとの土地の名残りをおおまかに調べることになりま

す。 
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２．地名から推測する危ない地盤 

地名はその土地や地域の形状・くせから名付けられることが多く、地名から地盤災害

や軟弱地盤を推測することができます。 

地盤災害は繰り返される傾向にあるため、災害そのものを地名として名付けられてい

ることもあります。 

ただし、本来の地名から訛って伝えられたり、後に漢字をあてがったりしていること

も多く、現在の地名や漢字をそのまま鵜呑みにすることはできません。 

地盤災害の起こりやすい軟弱地盤は水に関係していることが多く、水を連想させる地

名は地盤が弱い可能性が高いと言えます。 

 

軟弱地盤や災害の可能性を秘める地名例 

湿地や水田などに由来する地名 

仁田 野田 牟田 新田 新開 古賀 江田 谷津 谷地 阿久津 五味 浮田 曽根 赤野 麻

生 浅生 池 沼 潟 湧 沼 茅 葦 芦 浅などが付く地名 

入江や窪地などに由来する地名 氾濫を示す地名 

和田 別所 須賀 勝俣 久保 窪 など 押切 押堀 袋 川合 大曲 など 

埋め立て地・造成地を示す地

名 

砂地を示す地名 崖を示す地名（崖を滝・竹・タコと表現する地方

が多い） 

築地 緑 など 砂 白 など 鳴滝 王滝 御嶽 竹生 高尾 蛸田 など 

水に関する文字の付く地名 水に関する文字の付く地名 

大船 大淀 大浦 赤堤 堀内 船橋 塩浜 

菅 など 

鷺宮 鶴川 鵜沢 亀谷 蓮沼 蒲田 吉村 な

ど 

 

「○○ケ丘」「○○台」といった地名は分譲時に名付けられた可能性が高く、旧地名

で判断しなくてはなりません。 

あくまでも地名は軟弱地盤を判断する材料のひとつでしかなく、宅地地盤の安定性は、

地中を推測して確かめるしかないのが現状です。 
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３．地歴を調べる 

地盤災害は繰り返すことが多く、地域の歴史として過去の災害が記録されていると思

われます。また、そのような土地は災害の起こり易い地形であると言えるので、地域

の防災関係者がより詳しいデータを記録している可能性や、市区町村レベルでの防災

計画に網羅されていることもあり得ます。 

新しく開発された地域や地盤災害が過去に発生していない地域、小規模なので記録に

残らない可能性のある地域に関しては、もともとどのような場所柄であったのか、そ

の地域の地形的なくせを地図や記録、郷土史で調べます。 

しかし最も手軽で住宅供給者らしい調査方法は「聞き取り」です。 

当該地周辺の高齢者から子どものころ、このあたりはどのような土地であったのか、

どのように過ごされたのか思い出を語っていただくことで、そのあたりの地盤を推測

することができます。 
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第３章 対象地における「地盤災害」を防ぐための基礎知識 

 

1. 住宅供給者の責務 

現状、地盤事故に起因する建物の損害は基礎の瑕疵と見なされ、その責任は基礎設計

者、つまり住宅供給者側にあるとされています。2000 年の建築基準法の改正にて、

調査数値（地耐力）に応じた基礎仕様を指針として告示されましたが、これに従った

としても事故の責任が免れるわけではありません。このように地盤事故に対する責任

の所在は明確になっているものの、その対策に関してはあくまでも住宅供給者側に委

ねられています。 

地盤事故の危機を回避するためには、信頼のおける地盤調査会社を選び、軟弱地盤対

策や基礎選定のアドバイスをうけるとともに調査データ等、地盤に関するお客様への

説明義務を果たすことが大切です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地盤に関する住宅供給者の義務・責任は？ 

地盤状況を調べてお客様に説明すること、事故を未然に防ぐこと、事故に対して補償するこ

とが要求されます。 

具体的には次のような行為になります 

地盤調査の実施と地盤状況に応じた基礎設計施工、軟弱地盤対策、調査・対策の説明、保証

など 

POINT1 

地盤事故とは？ 

地盤事故はそのほとんどが不同沈下という現象による建物の被害です 

不同沈下の具体例 

内外壁の亀裂 基礎の亀裂・破損 床の傾斜 建具の開閉不具合 など 

POINT2 
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２．行政動向と関連法規 

(1)行政の地盤への取組みは、2000 年 4 月施行の「住宅の品質確保に関する法律」、

いわゆる品確法ではじめて触れられました。 

それ以降、地盤は基礎の一部であると見なされています。 

2001 年には建築基準法で、地盤に対する指針が告示され、翌 2002 年にはその告示が

改正されて現在に至っています。 

 

平成 12 年 4 月 品確法施行「地盤の状況を配慮しない基礎を設計、施工したために

不同沈下が生じたような場合には、基礎の瑕疵として本法の対象となる。」 

（建設省監修「図解・住宅の品質確保の促進等に関する法律」より抜粋）※図 1参照 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1：品確法瑕疵イメージ 

 

平成 12 年 建築基準法改正基礎に関する指針が告示されました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成 12 年 建設省告示第 1347 号（基礎形状） 

長期許容応力度               基礎形状 

30kN/㎡以上            基礎ぐい、べた基礎、または布基礎 

20kN/㎡以上 30kN/㎡未満     基礎ぐい、またはべた基礎 

20kN/㎡未満             基礎ぐい 
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(2)平成 13 年 7月国土交通省の告示改正 

平成 13 年 7 月 2 日に国土交通省による告示の改正で、スウェーデン式サウンディン

グ試験（ＳＳ試験）が調査方法のひとつとして盛り込まれました。この改正では、ス

ウェーデン式サウンディング試験の調査の結果を基に、図 2の場合、建物に有害な損

傷、変型、沈下が生じないことを確認する必要があることを定めています。 

 

 

 

 

 

 

図 2：平成 13 年 7 月国土交通省の告示第 1113 号 

 

建築基準法 

地盤の性質は個々によって異なるため、建築基準法の指針はあくまでも目安でしかあ

りません。現状、地盤事故に対する危機管理は住宅供給者の自主努力に任せられてい

ます。 
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３．地盤調査 

[1]地盤調査は、現状敷地地盤がどのようになっているのかを推測し、今後どのよう

になるのかも併せて推測します。そのために立地環境・周辺環境・過去の周辺状況を

調査して、地域特性を把握し対象地が過去どのようになっていたかを推測します。さ

らに、擁壁や水はけの状態などを確認して将来どのようになるのかも推測します。そ

してこれらの敷地情報に加え、敷地地盤の地盤強度を測定し総合的に地盤状況を考察

します。 

 

[周辺調査  ロケーションを見る] 

地盤の状態を知るためには、その地域がどのような環境にあるかを把握しなくてはな

りません。山あいなのか谷なのかの地形を知ることで土質を推測することができます

し、もともとは沼地であったところを数十年前に埋め立てたなど近隣からの聞き込み

によって得られる情報で、地中の状態を推測することができます。 

 

[現況調査 敷地を見る] 

調査対象地の状態も調査には欠かせない要素です。盛土をされているか、切土なのか、

擁壁はあるのか、さらに井戸跡はな

いかなどを視認することで、適切な

強度測定を行うことができます。 

 

[地耐力測定 データを見る] 

通常、もっとも一般的で安価なス   

ウェーデン式サウンディング試験  

により地盤の強度（地耐力/N 値） 

を測定します。調査ポイントは建 

築を予定する家の四隅と中心の 5 

ポイントが基本です。この試験は 

スウェーデン鉄道が線路の敷設工 

事をおこなう際に開発した地盤強 

度の測定試験方法です。 

 

※その他の地耐力測定の方法 

■弾性波探査調査 

 地中を表面波（地震波の一種）が伝わる速度を測定し、地盤が硬ければ速度は速く、

軟らかければ速度が遅いという性質を 
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 利用し、地震毎の硬軟を調べる方法です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●スウェーデン式 サウンディング試験 
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●表面波探査法の様子 

[スウェーデン式サウンディング試験の手順] 

現在、最も広く利用されているスウェーデン式サウ   

ンディング試験（SS 試験とも呼ばれます）の手順と 

調査データの見方をここで解説します。試験機試験 

には、先端にスクリューのついたロッドと 25kg のお 

もり 4個を使います。調査ポイント通常、建物配置 

の 4隅と中心の 5ポイントを調査します。 
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[2]調査データの見方 

前ページのような場合や建物の大きさや形状によって計測ポイントが増えます。調査

データ以下のようなデータが採取されます。調査データの項目は試験手順に準じてい

ます。試験手順を参照の上、ご覧ください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

22 

 

 

[荷重 Wsw（kN）] 

ロッドを 25 ㎝貫入させるのに載せたおもりの重量を示しています。おもりは、ひと

つ 25kg で、これを４個載せて測定します。※ロッドの重さは 5kg です。 

 

[半回転数 Na（回）] 

ロッドに 0.05kn から順次おもりを載せます。荷重が 1.00kn になっても貫入しない場

合にロッドを回転させますが、25 ㎝貫入させるために半回転させた回数がここに表

記されます。回転させず荷重だけで貫入する場合は、半回転数は 0回となり、軟弱地

盤であることを示します。 

 

[貫入深さ D（m）] 

測定深度を示します。25 ㎝単位（0.25m）で表記され、支持層（固い地盤）や障害物

に達するまで測定します。 

[貫入量 L（cm）] 

25 ㎝単位でデータを採取するので、データ採取ごとの貫入量である 25（cm）が表記

されます。支持層または障害物にあたった場合は 25 ㎝以下の数値になります。 

 

[1m あたりの半回転数 Nsw（回）] 

半回転数（Na）を 1m あたりに換算して表示します。25 ㎝ごとのデータなので 4倍す

ることになります。 

 

[貫入状況] 

ロッドが回転するときの擬音や状態を表示します。 

 

[土質] 

貫入状況により推定される土質を表示します。 

砂質土  粘性土 礫質土  盛土 

 

[換算 N値] 

地盤の強度を表す数値で、以下の計算式で算出します。 

砂質土 N=2Wsw+0.067Nsw 

粘性土 N=3Wsw+0.050Nsw 
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[3]地盤調査の注意点 

地盤調査は、調査数値が高いからといって安心できるものではなく、また改良工事を

施したからといって不同沈下が起こらないとは限りません。大切なのは数値のバラン

スと周辺環境および敷地の現況を総合的に判断することです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■当該地周辺の地下に空洞がないことも確認しましょう。 

防空壕や井戸、浄化槽などの空洞は、盛土や建物の荷重がかかれば崩壊しやすくなっ

ています。場合によっては基礎や土台が折れることもあります。 

■周辺に建設されている構造物があった場合は、それも大いに参考になります。 

コンクリートや外壁にひび割れが入っていたり、基礎部分に亀裂が走っていたりして

たなら、土地が不同沈下している可能性を考慮しなければなりません。 

一つの構造物だけに不具合が集中しているのでしたら、構造物自体に原因がある可能

性がりますが、周辺に複数の不具合があるとしましたら、周辺の地盤沈下を疑ってみ

る必要がありそうです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

主な注意点 

■地耐力差  敷地内の地盤強度に大きな差があると不同沈下を起こす可能性があります。 

■盛土    一定の地耐力があっても盛土と自然に固まった地盤とを区別しておくことが

大切です。 

■擁壁不良  擁壁の不具合は調査数値では判断できません。擁壁を支える地盤の測定が必要

な場合があります。 

■地中埋設物 敷地内の埋設物はやがて腐食し、空洞ができる可能性があります。 

■地下車庫  敷地内段差を利用した半地下車庫などは、車庫部分とそうでない部分との地耐

力差に配慮します。    
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[4]宅地造成の注意点 

宅地造成等規制法地盤関連の法律として、比較的歴史を持っているのが宅地造成に対

する規制です。傾斜地の宅地造成に伴う災害を防止する目的で制定されましたが、こ

れは、造成地の災害の危険性が早くから指摘されていたことを物語っています。以下

に宅地造成等規制法の要約を掲載します。 

 

[宅地造成等規制法の要点] 

切土・盛土にともなう崖・擁壁の安全 

雨水・地下水の排除（水抜き孔の機能確保） 

切土・盛土にまたがる建築物の不同沈下防止 

この法令は、切土・擁壁の安定、盛土の十分な転圧、敷地の水への対策を促すもので、

地盤調査において現在でも注意が必要なポイントです。 

 

[造成地・埋め立て地に擁壁や盛土はつきもの] 

造成地はもともと宅地に適さない形状や状態の土地を、人工的に宅地として開発して

います。 

地形的には「山」「湿地」「干潟」「沼」などが本来の姿で、切土・盛土を施し擁壁を

土留めとしているケースが多く 

見受けられます。いくら敷地内地盤が良好でも、擁壁が機能していなければいずれ地

盤災害が発生します。 

 

 

 

  

 

 

 

擁壁不良による地滑り    造成地における地盤災害の一例     盛土の転圧不足による沈下 
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[5]擁壁の注意点 

宅地造成等規制法のポイントであるとともに地盤調査においても重要なポイントが

擁壁です。 

■擁壁の安定を計るためには、擁壁自体の調査と擁壁を支える地盤の調査が重要です。 

■擁壁を支える地盤が軟弱であれば、擁壁の倒壊による不同沈下の可能性が生じます。 

■水抜き孔 

水抜き孔は、擁壁の壁面面積 3 ㎡に 1個以上が必要とされています。これは敷地内に

浸透した雨水が、きちんと排水されないと地盤が軟弱化するため、その対策に必要な

もので、同時に水抜き孔の目詰まりにも注意が必要です。 

■盛土・切土 

盛土は、転圧不足の場合、建物の沈下が起こります。傾斜地では盛土・切土ともに擁

壁を施すことで土の滑りや倒壊を防ぎます。造成地には十分な注意を払ってください。 

擁壁と水抜き孔は黙視でも異常が見つけられます。 

 

参考擁壁例 

コンクリート擁壁は大別して重力式コンクリート擁壁と鉄筋コンクリート L 型擁壁

に分けられます。 

 

重力式コンクリート擁壁は 

その重さで土の圧力を支えま 

す。 

 

 

 

 

鉄筋コンクリート L型擁壁は 

底版に乗った土の重量も含めて 

土の圧力を支えます。 
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建築基準法施行条例 

第 4 条（がけ条例）第 1 項  

がけの上にあっては、がけの下端から当該がけの高さの1.5倍、がけの下にあってはがけの上端か

ら当該がけの高さの 2 倍に相当する距離以内の場所に居室を有する建築物を建築してはならな

い。ただし、次の各号のいずれかに該当するときは、この限りでない。 

１． がけの下に建築物を建築する場合において、次のいずれかに該当するとき。 

ａ．建築物の外壁及び構造耐力上主要な部分（がけの崩壊による衝撃を受けるおそれのない部分

を除く。）を鉄筋コンクリート造（がけの崩壊による衝撃に対し破壊を生じないものに限る。）その他

これと同等以上の耐力を有する構造とし、かつ、必要に応じ当該外壁の開口部からの土砂の流

入を防止するための有効な壁等を設置するとき。 

ｂ．がけと建築物との間に、がけの崩壊に対して建築物の安全上支障のない塀等が設置されている

とき。 

２．建築物を建築する場合において、建築物の位置ががけから相当の距離にあり、がけの崩壊に

対して安全であるとき。 

３．建築物を建築する場合において、構造耐力上安全な擁壁が設置されているとき。 

４．建築物を建築する場合において、がけの形状及び土質により、がけの崩壊のおそれ 

がないとき。 

第 2 項 

 前項第 3 号の擁壁は、次の各号に定めるものでなければならない。 

１．高さ 5 メートルを超える擁壁は、鉄筋コンクリート造であること。 

２．擁壁の上部の地表面に雨水その他の地表水を排水することができるような排水施 

設を設けていること。 

 

 

[6]がけ条例 

 

 

 

 

 

擁壁も一定の条件を備えると「崖」と見なされ、建築基準法の「がけ条例」の対象に

なります。以下に「がけ条例」の抜粋を掲載します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

がけとは？ 

地表面が水平面に対し 30 度を超える角度をなす硬岩盤（風化の著しいものを除

く。）以外の土地で高さ 2メートルを超えるものをいう。 

 

高さ 2メートルを超えるものをいう。 
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４．軟弱地盤対策 

地盤改良工事または地盤補強工事と呼ばれており、ここで紹介する 3つの工法が定番

となっています。 

 

[1]表層改良工事 

敷地内の土を掘り起こし、セメント系固化材を混ぜて強固な土質にします。敷地内地

盤の地耐力（地盤の固さ）にばらつきがある場合に多く用いられる工法です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地盤改良工事を施しても事故の可能性は否定できません。 

※改良工事を施しても、改良工事が必要無いと判定されても、1000 件に 1 件の確率

で事故は起こるとされています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1.土の掘削、固化材     2.土の埋戻し         3.転圧             4.完成 

    混合・撹拌 
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[2]小口径鋼管杭工法 

家の基礎通りに沿って、鋼管製の杭を埋め込む工法です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

小口径鋼管杭工法の注意点 

■基礎のベース厚が150mmの場合、杭頭を30mm程度のみこませることが望まれます。 

■杭は基礎通りに沿って 2m ピッチで配置します。コーナー部分には必ず杭を配置し

ます。 

■大空間の場合、その中心を補強するため、基礎や束の追加が必要な場合があります。 

■玄関ポーチやバルコニーの独立基礎下にも杭が必要です。 

■杭芯ズレは基礎通りに対し左右 30mm 以内が目安です。 

■杭本数は建物の面積や形状によって異なります。 

■杭の腐食は「日本建築学会 建築基礎構造設計指針」に準拠すると 100 年で 2mm 以

下です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1 杭の設置           2 杭の回転圧入        3 杭の所定深度への到達  4 完成 
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[3] 柱状改良工法 

家の基礎通りに沿って、地面を円筒状に掘削し、そこにセメント系固化材を注入撹拌

し、地中に柱を作る工法です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

柱状改良工法の注意点 

■基礎と改良体とを一体化させず、捨てコンクリートを挟んで縁を切るように加工し

ます。 

 【※基礎と一体化させると地震の負荷などで改良体が破断する可能性があるため。】 

■杭は基礎通りに沿って 2m ピッチで配置します。コーナー部分には必ず杭を配置し

ます。 

■大空間の場合、その中心を補強するため基礎や束の追加が必要な場合があります。 

■玄関ポーチやバルコニーの独立基礎下にも杭が必要です。 

■最低杭径の目安は 500mm。杭芯ズレは基礎通りに対し左右 50mm 以内が目安です。 

■杭本数は建物の面積や形状によって異なります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1 掘削          2 固化材注入       3 固化材撹拌      4 完成 
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５. 万一不同沈下が発生した場合 

建物を水平に戻し、沈下の再発を防ぐ工事を実施します。一般的に「沈下修正工事」

と呼ばれており、応急処置的な工法を除いては次の 2通りの工法があります。 

 

 

[アンダーピーニング工法] 

沈下部の基礎下に鋼管杭を支持層（固い地盤）まで打設し、 

建物を水平に戻すとともに固定します。 

 

 

[ラップル工法] 

沈下部の基礎下に耐圧盤（鉄板とセメントで構成）を敷設し、 

油圧ジャッキを用いて建物を水平に戻すとともに固定します。 
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